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8.1-2 

(3) 調査地域等 

1)既存資料調査 

調査地域は、「6. 地域の概況 6.1 地域概況における調査範囲」と同様とした。 

調査地点は、計画地周辺の一般環境大気測定局（鶴谷、榴岡、長町、中山）の4局、自

動車排出ガス測定局（五橋、苦竹、木町、北根）の4局及び計画地から東北東約１kmに位

置する仙台管区気象台とした。 

 

2)現地調査 

調査地域は、事業の実施により大気質の変化が想定される地域とし、計画地より500m

の範囲とした。 

調査地点は、図8.1-1に示すとおり、一般環境としての大気汚染物質濃度及び気象につ

いては、計画地内の1地点（公定法）で、道路沿道における大気汚染物質濃度については、

本事業に係る施設関連車両及び工事用車両の主要な走行ルートを想定し、その沿道の5

地点（簡易法）とした。 

 

(4) 調査期間等 

既存資料の収集対象期間は、5年間を基本とするが、気象については10年間とした。 

現地調査期間は、表8.1-3に示すとおり、夏季・冬季それぞれ1週間とした。 

 

表8.1-3 調査期間等 

調査項目 季節 調査期間等 

大気汚 

染物質 

濃 度 

二酸化窒素(公定法） 
夏季 平成 26年 8月 31日 0:00～9月 6日 24:00 

冬季 平成 27年 1月 16日 0:00～1月 22日 24:00 

二酸化窒素(簡易法） 
夏季 平成 26年 8月 30日 12:00～9月 7日 12:00 

冬季 平成 27年 1月 15日 12:00～1月 23日 12:00 

浮遊粒子状物質 
夏季 平成 26年 8月 31日 0:00～9月 6日 0:00 

冬季 平成 27年 1月 16日 0:00～1月 22日 0:00 

気象 風向・風速 
夏季 平成 26年 8月 31日 0:00～9月 6日 24:00 

冬季 平成 27年 1月 16日 0:00～1月 22日 24:00 

その他 

発生源の状況 

現地調査時などに必要に応じて実施した。 地形の状況 

周辺の人家・施設の状況 

備考 二酸化窒素（簡易法）は12:00から翌12:00を1日として観測した。二酸化窒素（簡易法）の調査期間は二酸化窒素（公

定法）の調査期間を含むようにするために1季当たり8日間観測した。 

 

  



 

図 8.1-1 大大気質調査地
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図 8.1-3 配慮が必要な施設等 



8.1-8 

8.1.2 予測 

(1) 工事による影響（資材等の運搬） 

1)予測内容 

工事中の工事用車両の走行により発生する二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の大気中に

おける濃度とした。 

 

2)予測地域及び予測地点 

計画地から東側を中心に住居等の保全対象を考慮して工事用車両が走行するルートよ

り想定した。予測地点は、図8.1-4に示すとおり、工事用車両が走行するルート上のうち、

工事用車両の走行車両台数が多くなると想定され、かつ、住居等の保全対象を考慮して

設定した道路沿道上の2地点（簡易法による調査地点と同じNo.4及びNo.5）とした。 

 

3)予測対象時期 

予測対象時期は、工事用車両台数が最大となる時期とした。 

 

4)予測方法 

予測方法は、プルーム式及びパフ式を基本とした拡散モデルにより予測した。 

ア．予測手順 

予測手順は、図8.1-5に示すとおり、「道路環境影響評価の技術手法（平成24年度版）」

(平成25年3月 国土交通省 国土技術政策総合研究所・独立行政法人 土木研究所)

に基づき実施した。 

  



8.1-9 

 

  

図 8.1-4 資材等の運搬による予測地点 



8.1-10 

 

出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」 

(平成 25 年 3 月 国土交通省 国土技術政策総合研究所・独立行政法人 土木研究所) 

 

図 8.1-5 予測手順 
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8.1-11 

イ．予測式 

予測式は以下のとおりである。 

 

有風時(プルーム式)(風速１m/s を超える場合) 

●拡散式 C(x, y, z) = ௭ߪ・௬ߪ・ݑ・ߨ2ܳ exp ቆ− ௬ଶቇߪଶ2ݕ ቈ݁݌ݔ ቊ− ݖ) + ௭ଶߪଶ2(ܪ ቋ + ݌ݔ݁ ቊ− ݖ) − ௭ଶߪଶ2(ܪ ቋ቉ 
 

 C(x, y, z)：(x, y, z)地点における窒素酸化物濃度(ppm) 
(又は、浮遊粒子状物質濃度(mg/m3)) 

  ܳ：点煙源の窒素酸化物の排出量(ml/s) 
         (又は、浮遊粒子状物質の排出量(mg/s)) ݑ：平均風速(m/s) ܪ：排出源の高さ(m) ߪ௬ , ௭ߪ :水平(y)、鉛直(z)方向の拡散幅(m) x：風向に沿った風下距離(m) y：x軸に直角な水平距離(m) z：x軸に直角な鉛直距離(m) 

●拡散幅 

・水平方向の拡散幅(σｙ) ߪ௬ = 2ܹ +  ଴.଼ଵܮ0.46
なお、x<W/2の場合は σｙ＝W/2とする。 

・鉛直方向の拡散幅(σｚ) ߪ௭ = ௭଴ߪ +  ଴.଼ଷܮ0.31
 ௭଴: 鉛直方向の初期拡散幅(m)ߪ 
 ௭଴=1.5ߪ 

 L: 車道部端からの距離（L=x－W/2）(m) 
 W: 車道部幅員(m) 
 なお、x<W/2の場合は σｚ＝σｚ0とする。 
 

 

 



8.1-12 

弱風時(パフ式)(風速１m/s以下の場合) 

●拡散式 

C(x, y, z) = ߛ・ଶߙ・ଷ/ଶ(ߨ2)ܳ ൦1 − ݌ݔ݁ ൬− ଴ଶ൰2݈ݐ݈ + 1 − ݌ݔ݁ ൬− ଴ଶ൰2݉ݐ݉ ൪ 
݈ = 12 ቈݔଶ + ଶߙଶݕ + ݖ) − ଶߛଶ(ܪ ቉ 
m = 12 ቈݔଶ + ଶߙଶݕ + ݖ) + ଶߛଶ(ܪ ቉ ݐ଴ : 初期拡散幅に相当する時間(s) ߙ, ߛ : 拡散幅に関する係数 ݔ : 風向に沿った風下距離(m) ݔ : ݕ軸に直角な水平距離(m) ݔ : ݖ軸に直角な鉛直距離(m) 

●拡散幅 

・初期拡散幅に相当する時間(ݐ଴)は、 ݐ଴ =  以下に示す拡散幅に関する係数(m/s):ߙ 車道部幅員(m):ܹ ߙ2/ܹ
・拡散幅に関する係数(ߙ, ߙ (ߛ = 0.3 0.18（昼間：午前 7時～午後 7時） 0.09 ＝ߛ（夜間：午後 7時～午前 7時） 
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キ．窒素酸化物変換式 

自動車から排出された窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換は、全国の一般

環境大気測定局及び自動車排出ガス測定局の測定結果(年平均値)を基に作成された次

式を用いた。 

 

  [NO2] = 0.0714[NOX]0.438 ( 1 - [NOX]BG/[NOX]T)0.801 
ここで、[NO2]：二酸化窒素濃度の対象道路の寄与濃度 (ppm)         [NOX]：窒素酸化物濃度の対象道路の寄与濃度 (ppm) 
     [NOX]BG：窒素酸化物(NOX)のバックグラウンド濃度(ppm)         [NOX]T：窒素酸化物(NOX)のバックグラウンド濃度と                 対象道路の寄与濃度の合計値(ppm)                 ([NOX]T ＝[NOX]＋[NOX]BG) 

出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」 

(平成 25 年 3 月 国土交通省 国土技術政策総合研究所・独立行政法人 土木研究所) 

 

ク．日平均値換算式 

予測値である年平均値から、評価値である二酸化窒素の日平均値の年間98%値及び浮

遊粒子状物質の日平均値の年間2%除外値への換算は、表8.1-17に示す式を用いた。 

 

表8.1-17 年平均値と日平均値の年間98%値及び2%除外値との関係 

項  目 換  算  式 

二 酸 化 窒 素        

(NO2) 

[年間 98%値]= a([NO2]BG+[NO2]R)+ b    a = 1.34 + 0.11・exp(-[NO2]R/[NO2]BG)
  b = 0.0070 + 0.0012・exp(－[NO2]R/[NO2]BG) 

浮遊粒子状物質 

(SPM) 

[年間 2%除外値]= a([SPM]BG+[SPM]R)+ b
  a = 1.71 + 0.37・exp(－[SPM]R/[SPM]BG)
  b = 0.0063 + 0.0014・exp(-[SPM]R/[SPM]BG) 

注  [NO2]R ：道路からの二酸化窒素年平均値（ppm）     [NO2]BG ：バックグラウンドの二酸化窒素年平均値（ppm）     [SPM]R ：道路からの浮遊粒子状物質年平均値（mg/m3）     [SPM]BG ：バックグラウンドの浮遊粒子状物質年平均値（mg/m3） 
出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」 

(平成 25 年 3 月 国土交通省 国土技術政策総合研究所・独立行政法人 土木研究所) 
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表8.1-20に示
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8.1-22 

(2) 工事による影響（重機の稼働） 

1)予測内容 

工事中の重機の稼働により発生する二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の大気中における

濃度とした。 

 

2)予測地域及び予測地点 

予測地域は、重機の稼働に伴い大気質の変化が想定される地域として、計画地から約

500mの地域（図8.1-1参照。）とした。予測地点は設定せず、平面分布（平面コンター）

を描いて、最大着地濃度が出現する地点とその濃度を予測した。また、保全対象である

計画地近傍の民家についても予測した。予測高さは、民家を考慮して、1.5m（1階高）及

び4.5m（2階高）とした。 

また、“「杜の都仙台」の玄関口”に位置することから、ベデストリアンデッキ上に

ついても予測した。 

 

3)予測対象時期 

予測対象時期は、重機の稼働台数が最大となる時期とし、年間の重機の稼働台数が最

大となる工事着手後8ヶ月目から19ヶ月目までの1年間とした。 

工事の作業時間は午前8時から午後6時まで（昼休み1時間を含む。）であることから、

重機の稼働時間は9時間／日とした。 

 

  



8.1-23 

4)予測方法 

ア．予測手順 

予測手順は図8.1-8に示すとおりである。 

 

 

図 8.1-8 予測手順（工事による影響（重機の稼働）） 
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ウ．汚染物質排出量 

重機の汚染物質排出量は表8.1-24に示すとおりである。 

 

表8.1-24 重機からの汚染物質排出量 

 

 

エ．排出源位置 

排出源の位置は、予測時期の重機の稼働範囲を想定し、図8.1-9に示すとおりとした。 

排出源の高さは、仮囲い高3mを考慮し、地上3mとした。  

重機
窒素酸化物

(m3/年）

浮遊粒子状物質
（kg/年）

バックホウ(0.4m
3
) 25 2

クラムシェル(1.0ｍ
3
) 69 4

ラフタークレーン(50t) 241 13

ラフタークレーン(25t) 91 5

クローラークレーン(55t) 125 7

クローラークレーン(200t) 191 10

コンクリートポンプ(60～70ｍ
3
/h) 93 5

コンクリートミキサー(4.3m
3
) 373 20

備考　窒素酸化物の体積換算は523mL/gとした。

　　　窒素酸化物排出量＝表8.1-22①稼働台数×表8.1-23(1)⑥単位排出量×

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表8.1-23(1)⑦稼働率×523×1,000,000

　　　浮遊粒子状物質排出量＝表8.1-22①稼働台数×表8.1-23(2)⑥単位排出量×
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表8.1-23(2)⑦稼働率/1,000
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図 8.1-9 排出源位置図 
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オ．気象条件 

風向・風速は、「(1) 工事による影響（資材等の運搬）」と同じとした。 

なお、重機の1日の稼働時間である8:00～18:00のデータを使用することとした。風

速の計算に際しては、排出源の高さを考慮して、次式により風速を補正した。 

 U＝U0（H／H0）P 
ここで、U ：高さ H(m)の推定風速(m/s) U0：基準高さ H0の風速(m/s) H ：排出源の高さ(m) H0：基準とする高さ(m) (=52.6m：仙台管区気象台) P ：べき指数（大気安定度別に設定） 

 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル[新版]」（平成 12 年 12 月 公害研究対策センター） 

 

大気安定度は、表8.1-25に示す日本式に修正したパスキル大気安定度階級に基づき

区分した。 

 

表8.1-25 パスキル大気安定度階級分類表（日本式，1959） 

 

 

カ．バックグラウンド濃度 

バックグラウンド濃度は、「(1) 工事による影響（資材等の運搬）」と同じとした。 

 

キ．窒素酸化物変換式 

窒素酸化物から二酸化窒素への変換モデルは、「(1) 工事による影響（資材等の運

搬）」と同じとした。 

 

ク．日平均値換算式 

日平均値換算式は、「(1) 工事による影響（資材等の運搬）」と同じとした。 

  

大気安定度 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ，Ｇ

Ｐ 0.1 0.15 0.2 0.25 0.25 0.3

風　　速 本　　曇
m/s （8～10）

（地上10m） ≧50 49～25 ≦24 （日中・夜間）
上層雲（5～10）
中・下層雲（5～7）

雲　　　量
（0～4）

　 <　 2 Ａ Ａ－Ｂ Ｂ Ｄ （Ｇ） （Ｇ）
2　～　3 Ａ－Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
3　～　4 Ｂ Ｂ－Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ Ｅ
4　～　6 Ｃ Ｃ－Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

   6　< Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ
注1　夜間は日の入り前1時間から日の出後1時間の間を指す。

夜間の前後1時間は雲の状態いかんにかかわらず中立状態Ｄとする。
2 日中、夜間とも本曇（8～10)のときは風速のいかんにかかわらず中立状態Dとする。

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル[新版]」（平成12年12月 公害研究対策センター）

日射量cal/cm2・h 夜　　　　　　間
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6)予測結果 

ア．年平均値 

重機の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果は表8.1-26及び図8.1-10(1)～(2)に示すと

おりである。最大着地濃度は、計画地境界（北西側）予測高さ1.5mで0.0207ppmとなり、

重機の稼働による寄与率は22.9%と予測される。保全対象である民家の予測結果は、予

測高さ1.5mで0.0176ppmとなり、重機の稼働による寄与率は9.0%と予測される。ベデス

トリアンデッキ上では0.0164ppmとなり、重機の稼働による寄与率は2.3%と予測される。 

重機の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果は表8.1-27及び図8.1-11(1)～(2)に示

すとおりである。最大着地濃度は、計画地境界（北西側）予測高さ1.5mで0.0243mg/m3

となり、重機の稼働による寄与率は9.3%と予測される。保全対象である民家の予測結

果は、予測高さ1.5mで0.0228mg/m3となり、重機の稼働による寄与率は3.7%と予測され

る。ベデストリアンデッキ上では0.0222mg/m3となり、重機の稼働による寄与率は1.1%

と予測される。 

 

表8.1-26 二酸化窒素の予測結果（年平均値） 

 

 

表8.1-27 浮遊粒子状物質の予測結果（年平均値） 

 

 

 

 

  

予測
高さ

重機の稼働による
寄与濃度①

バックグラウンド
濃度②

予測結果
③＝①+②

重機の稼働によ
る寄与率①／③

（ｍ） (ppm) (ppm) (ppm) (%)

1.5 0.00474 0.016 0.0207 22.9

4.5 0.00404 0.016 0.0200 20.2

1.5 0.00158 0.016 0.0176 9.0

4.5 0.00127 0.016 0.0173 7.3

No.3
ペデストリアンデッキ

（地上高9.0ｍ）
1.5

注 0.00038 0.016 0.0164 2.3

注　地表面からの高さではなく、ペデストリアンデッキ上における高さである。

予測地点

最大着地濃度地点No.1

No.2 保全対象（民家）

予測
高さ

重機の稼働による
寄与濃度①

バックグラウンド
濃度②

予測結果
③＝①+②

重機の稼働によ
る寄与率①／③

（ｍ） (mg/m3) (mg/m3) (mg/m3) (%)

1.5 0.00227 0.022 0.0243 9.3

4.5 0.00193 0.022 0.0239 8.1

1.5 0.00084 0.022 0.0228 3.7

4.5 0.00069 0.022 0.0227 3.0

No.3
ペデストリアンデッキ

（地上高9.0ｍ）
1.5

注 0.00024 0.022 0.0222 1.1

注　地表面からの高さではなく、ペデストリアンデッキ上における高さである。

予測地点

No.1 最大着地濃度地点

No.2 保全対象（民家）
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図 8.1-10(1) 二酸化窒素寄与濃度（予測高さ 1.5m） 
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図 8.1-10(2) 二酸化窒素寄与濃度（予測高さ 4.5m）



8.1-33 

  

図8.1-11(1) 浮遊粒子状物質寄与濃度（予測高さ1.5m）
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図8.1-11(2) 浮遊粒子状物質寄与濃度（予測高さ4.5m）
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図8.1-12 工事による影響の合成に係る予測地点 
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イ）供用後の基礎交通量 

供用後の基礎交通量は、周辺交通量の伸び（P.6-141 表6.2.3-2参照）がほとんど

ないことから、現況の交通量が供用後も変わらないものと想定して、交通量現地調

査結果を使用した。交通量現地調査結果は、休日利用の多い商業施設であることか

ら、休日の調査結果（表8.2-7参照）を採用した。 

なお、予測対象時期においては、（仮称）仙台駅東口開発計画がすべて供用して

おり、同計画の施設関連車両の走行も想定される。しかしながら、同計画の環境影

響評価書によれば、供用後の二酸化窒素並びに浮遊粒子状物質の将来濃度に対する

施設関連車両の走行による寄与率は、両物質共に0.01%未満と非常に小さいことから、

同計画の施設関連車両台数は付加しないものとした。 
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よる影響（資

材等の運搬）

1-14に示す

材等の運搬）

の道路条件

資材等の運搬

点の休日の現

資材等の運搬

）」と同様と

とおりである

）」と同様と

搬）」と同様

現況交通量

搬）」と同様

とした。 

る。 

とした。 

 

様とした。 

に施設関

 

とした。 



N

 

N

 

 

o.1 市道 東

o.3 市道 新

 

カ．バック

バック

果を用い

現地調

ていたが

の供用時

物の供用

ら、バッ

考える。

榴岡測

減少傾向

東八番丁中江(

新寺通線 

クグラウンド

クグラウンド

いた。 

調査結果は、

が、これは(仮

時においては

用による大気

ックグラウン

 

測定局の過去

向を示してお

 

(その2)線 

図 8.1-14

ド濃度 

ド濃度は、計

同時期の榴

仮称)仙台駅

は、(仮称)仙

気質への寄与

ンド濃度とし

去5年間の年平

おり、バックグ

表8.1-38

8.1-43

予測地点の

計画地近傍の

榴岡測定局に

駅東口開発計

仙台駅東口開

与はバックグ

して榴岡測定

平均値は表8

グラウンド濃

榴岡測定局

の道路条件

の一般大気測

における観測

計画による工

開発計画の工

グラウンド濃

定局の観測結

.1-38に示す

濃度は過去5

の経年変化

定局である榴

データに比べ

事の影響が考

事も完了し

度に対して0

果を用いる

すとおりであ

5年間の年平均

榴岡測定局

べて濃度が高

考えられる。

ており、その

0.5%と小さい

ことは適切で

あり、横ばいか

平均値の平均値

 

 

の観測結

高くなっ

。本事業

の計画建

いことか

であると

からやや

値とした。

 



 

 

6

 

 

キ．窒素酸

窒素酸

搬）」と

ク．日平均

日平均

)予測結果 

ア．年平均

二酸化

で、施設

浮遊粒

0.0164mg

酸化物変換式

酸化物から二

と同様とした

均値換算式 

均値換算式は

均値 

化窒素の年平

設関連車両に

粒子状物質

g/m3で、施設

表8.1-

表8.1-40

式 

二酸化窒素へ

た。 

は、「(1) 工

平均値の予測

による寄与は

の年平均値

設関連車両に

-39 二酸化

0 浮遊粒子

8.1-44

への変換モデ

工事による影

測結果は、表

は0.3～1.1%で

値の予測結果

による寄与は

化窒素の予測

子状物質の予

デルは、「(1

影響（資材等

表8.1-39に示

である。 

果は、表8.

は0.1～0.3%で

結果（年平均

予測結果（年平

) 工事によ

の運搬）」と

示すとおり、

1-40に示す

である。 

均値） 

平均値） 

る影響（資材

と同様とした

0.0124～0.

すとおり、0

材等の運

た。 

.0138ppm

0.0161～

 

 



 

 

 

イ．日平均

二酸化

～0.0278

浮遊粒

～0.0416

表

表

均値の年間98

化窒素の日平

8ppmであり、

粒子状物質の

6mg/m3であり

表8.1-41 二

表8.1-42 浮遊

 

8%値等 

平均値の年間

、環境基準値

の日平均値の

り、環境基準

二酸化窒素の

遊粒子状物質

8.1-45

間98%値の予測

値及び仙台市

の2%除外値の

準値及び仙台

の予測結果

質の予測結果

測結果は、表

市定量目標値

予測結果は

台市定量目標

（日平均値の

果（日平均値

表8.1-41に示

値を下回って

、表8.1-42に

標値を下回っ

の年間98%値）

値の2%除外値

示すとおり、

ている。 

に示すとおり

ている。 

 

値） 

、0.0261

、0.0411

 

 



(5) 

1

 

2

 

3

 

4

 

5

供用による影

)予測内容 

供用後の

大気中にお

)予測地域及

予測地域

計画地から

いて、最大

地近傍の民

（2階高）

また、

ついても予

)予測対象時

予測対象

本事業の計

)予測方法 

予測方法

)予測条件 

ア．駐車場

駐車場

存駐車場

駐車場

とした。

影響（施設の

の施設の稼働

おける濃度と

及び予測地点

域は、施設の

ら約500mの地

大着地濃度が

民家について

とした。 

“「杜の都仙

予測した。 

時期 

象時期は、（仮

計画建築物が

法は、「(1) 

場内の走行車

場内の走行車

場における車

場内の走行車

 

図 8.1

の稼働（駐車

働（立体駐車

とした。 

点 

稼働（立体駐

地域とする。

が出現する地

ても予測した

仙台」の玄関

仮称）仙台駅

が定常の稼働

工事による

車両台数及び

車両台数及び

車両の利用実

車両台数と走

1-15 既存駐

8.1-46

車場）） 

車場）により

駐車場）に伴

予測地点は

地点とその濃

た。予測高さは

関口”に位置

駅東口開発計

働状態となる

る影響（資材

び走行経路 

び時間別の走

実績から想定

走行経路は表

駐車場におけ

発生する二

伴い大気質の

は設定せず、

濃度を予測し

は、民家を考

置することか

画がすべて供

平成31年10月

材等の運搬）」

走行車両割合

定した。 

表8.1-43及び

平成

る車両の利用

酸化窒素及び

変化が想定

平面分布（平

た。また、保

考慮して、1.

ら、ベデス

供用開始し

月とした。 

」と同様とし

は、図8.1-

図8.1-16(1)

成26年4月6日

用実績 

び浮遊粒子状

定される地域

平面コンター

保全対象であ

5m（1階高）及

トリアンデ

（平成30年度

した。 

15に示すとお

)～(9)に示す

（日）既存店実

状物質の

として、

ー）を描

ある計画

及び4.5m

ッキ上に

度予定）、

おり、既

すとおり

 
実績 



表8.11-43 駐車場

8.1-47

場の走行車両両台数と走行行経路 

 



8.1-48 

 

図8.1-16(1) 駐車場内走行経路図(1F) 



8.1-49 

  

図8.1-16(2) 駐車場内走行経路図(2F) 



8.1-50 

  

図8.1-16(3) 駐車場内走行経路図(3F) 



8.1-51 

  

図8.1-16(4) 駐車場内走行経路図(4F) 



8.1-52 

  

図8.1-16(5) 駐車場内走行経路図(5F) 



8.1-53 

  

図8.1-16(6) 駐車場内走行経路図(6F) 



8.1-54 

  

図8.1-16(7) 駐車場内走行経路図(7F) 



8.1-55 

  

図8.1-16(8) 駐車場内走行経路図(8F) 



8.1-56 

  

図8.1-16(9) 駐車場内走行経路図(9F) 



 

 

 

イ．走行速

走行車

「道路環

に示され

駐車場

出係数を

ウ．気象条

気象条

 

エ．バック

バック

と同様と

 

オ．窒素酸

窒素酸

 

カ．日平均

日平均

 

速度及び排出

車両の汚染物

環境影響評価

れる窒素酸化

場内での走行

を採用した。

条件 

条件は、「(1

クグラウンド

クグラウンド

とした。 

酸化物変換式

酸化物変換式

均値換算式 

均値換算式は

 

出係数 

物質の排出係

価の技術手法

化物及び浮遊

行速度は低速

 

表8.1-44

1) 工事によ

ド濃度 

ド濃度は、「(

式 

式は、「(1) 

は、「(1) 工

8.1-57

係数は、表8.

法（2007改訂版

遊粒子状物質

速であること

予測に用い

よる影響（資

(4) 供用によ

工事による

工事による影

1-44に示す

版）」(2007年

質の値を用い

から、最も

る排出係数

材等の運搬）

よる影響（資

影響（資材等

影響（資材等

とおり、平成

年 財団法人

た。 

低速である走

）」と同様と

資材・製品・人

等の運搬）」

の運搬）」と

成30年度を想

人 道路環境

走行速度20k

とした。 

人等の運搬・

」と同様とし

と同様とした

想定した

境研究所)

km/hの排

 

輸送）」

した。 

た。 
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)予測結果 

ア．年平均

施設の

～(2)に示

高さ1.5m

保全対象

車場）に

り、施設

施設の

～(2)に示

高さ1.5m

る。保全

働（駐車

0.0160mg

均値 

の稼働（駐車

示すとおりで

mで0.0129pp

象である民家

による寄与率

設の稼働（駐

の稼働（駐車

示すとおりで

mで0.0161mg

全対象である

車場）によ

g/m3となり、

表8.1-

表8.1-46

 

車場）に伴う

である。最大

pmとなり、施

家の予測結果

率は0.5%と予

駐車場）によ

車場）に伴う浮

である。最大

g/m3となり、

る民家の予測

る寄与率は

施設の稼働

-45 二酸化

6 浮遊粒子

8.1-58

う二酸化窒素

大着地濃度は

施設の稼働（駐

果は、予測高

測される。ペ

よる寄与率は

浮遊粒子状物

大着地濃度は

施設の稼働

測結果は、予

は0.1%と予測

働（駐車場）

化窒素の予測

子状物質の予

素の予測結果

は、店舗棟駐

駐車場）によ

さ1.5mで0.0

ペデストリア

0.3%と予測

物質の予測結

は、店舗棟駐

働（駐車場）

測高さ1.5mで

測される。ペ

による寄与

結果（年平均

予測結果（年平

果は、表8.1-

駐車場の計画

る寄与率は

0121ppmとな

アンデッキ上

される。 

結果は表8.1-

駐車場の計画

による寄与

で0.0160mg/

ペデストリ

与率は0.1%と

均値） 

平均値） 

-45及び図8.

画地境界（南側

7.3%と予測

なり、施設の

上では0.0120

-46及び図8.

画地境界（南側

率は0.7%と予

/m3となり、施

アンデッキ

予測される

.1-17(1)

側）予測

される。

稼働（駐

0ppmとな

.1-18(1)

側）予測

予測され

施設の稼

キ上では

。 

 

 



 

 

図8.1-17(1)

     

) 施設の稼働

 二酸化窒素

 

働（駐車場）

素寄与濃度

に伴う 

（予測高さ1.5

8.1-59

5m） 



 

 

図8.1-17(2

     

2) 施設の稼

 二酸化窒

 

稼働（駐車場）

窒素寄与濃度

）に伴う 

（予測高さ4

8.1-60

4.5m）



 

 

 

図8.1-18(1

     

1) 施設の稼

 浮遊粒子

 

稼働（駐車場

子状物質寄与

）に伴う 

濃度（予測高

8.1-61

高さ1.5m）



 

 

 

図8.1-18(2

     

2) 施設の稼

 浮遊粒子

 

稼働（駐車場

子状物質寄与

）に伴う 

濃度（予測高

8.1-62

高さ4.5m）



 

 

イ．日平均

施設の

おりであ

は0.026

0.0257pp

仙台市定

施設の

すとおり

結果は0.

は0.0410

及び仙台

表

表

均値の年間98

の稼働（駐車

ある。最大着

7ppmであり

pm、ペデス

定量目標値を

の稼働（駐車

りである。最

.0411mg/m3で

0mg/m3、ペデ

台市定量目標

表8.1-47 二

表8.1-48 浮遊

8%値等 

車場）に伴う二

着地濃度地点

、また、保

トリアンデッ

を下回ると予

車場）に伴う

最大着地濃度

であり、また

デストリアン

標値を下回る

二酸化窒素の

遊粒子状物質

8.1-63

二酸化窒素の

点（計画地境

保全対象（民

ッキ上の予測

予測される。

浮遊粒子状

度地点（計画

た、保全対象

ンデッキ上の

ると予測され

の予測結果

質の予測結果

の日平均値の

境界南側）に

民家）におけ

測結果は0.0

 

状物質の日平

画地境界南側

象（民家）に

の予測結果は

れる。 

（日平均値の

果（日平均値

の年間98%値

おける予測

ける予測高さ

256ppmであ

均値の2%除外

）における予

おける予測

0.0410mg/m3

の年間98%値）

値の2%除外値

値は表8.1-47

高さ1.5mの予

さ1.5mの予測

り、環境基準

外値は表8.

予測高さ1.5

高さ1.5mの予

3であり、環境

 

値） 

に示すと

予測結果

測結果は

準値及び

1-48に示

5mの予測

予測結果

境基準値

 

 



(6) 

1

2

3

4

5

供用による影

)予測内容 

供用後の

とした。 

 

)予測地域及

予測地域

計画地から

いて、最大

地近傍の民

（2階高）

また、

ついても予

 

)予測対象時

予測対象

本事業の計

 

)予測方法 

予測方法

 

)予測条件 

ア．排出施

発生源

すとおり

表8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．排出源

排出源

影響（施設の

の施設の稼働

及び予測地点

域は、施設の

ら約500mの地

大着地濃度が

民家について

とした。 

“「杜の都仙

予測した。 

時期 

象時期は、（仮

計画建築物が

法は、「(2) 

施設の諸元 

源であるボイ

りである。 

8.1-49 ボイ

源の位置 

源の位置は図

の稼働（商業

働（商業施設

点 

稼働（商業施

地域とする。

が出現する地

ても予測した

仙台」の玄関

仮称）仙台駅

が定常の稼働

工事による

イラー（ガス

イラー（ガス

図8.1-19に示

8.1-64

業施設等））

設等）により

施設等）に伴

予測地点は

地点とその濃

た。予測高さは

関口”に位置

駅東口開発計

働状態となる

る影響（重機

ス炊き吸収式

ス炊き吸収式

示すとおりで

 

発生する二

伴い大気質の

は設定せず、

濃度を予測し

は、民家を考

置することか

画がすべて供

平成31年10月

機の稼働）」

式冷温水発生

式冷温水発生器

ある。

酸化窒素の大

変化が想定

平面分布（平

た。また、保

考慮して、1.

ら、ベデス

供用開始し

月とした。 

と同様とした

器）の排出条

器）の排出条

大気中にお

定される地域

平面コンター

保全対象であ

5m（1階高）及

トリアンデ

（平成30年度

た。 

条件は表8.

条件 

ける濃度

として、

ー）を描

ある計画

及び4.5m

ッキ上に

度予定）、

1-49に示

 



8.1-65 

  

図8.1-19 排出源の位置 



8.1-66 

ウ．気象条件 

気象条件は、「(2) 工事による影響（重機の稼働）」と同様とした。 

 

エ．バックグラウンド濃度 

バックグラウンド濃度は、「(4) 供用による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送）」

と同様とした。 

 

オ．窒素酸化物変換式 

窒素酸化物変換式は、「(1) 工事による影響（資材等の運搬）」と同様とした。 

 

カ．日平均値換算式 

日平均値換算式は、「(1) 工事による影響（資材等の運搬）」と同様とした。 
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)予測結果 

ア．年平均

二酸化

ある。最

による寄

で0.0138

ペデスト

率は3.4%

イ．日平均

二酸化

点におけ

ける予測

0.0261pp

 

表

均値 

化窒素の年平

最大着地濃度

寄与率は45.5

8ppmとなり、

トリアンデッ

%と予測され

表8.1-

均値の年間98

化窒素の日平

ける予測高さ

測高さ4.5mの

pmであり、環

表8.1-51 二

 

平均値の予測

度は、予測高

5%と予測され

、施設の稼働

ッキ上では0.

れる。 

-50 二酸化

8%値 

平均値の年間
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図8.1-20(1) 施設の稼働（商業施設等）に伴う 

      二酸化窒素寄与濃度（予測高さ1.5m）
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図8.1-20(2) 施設の稼働（商業施設等）に伴う 

      二酸化窒素寄与濃度（予測高さ4.5m）
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図8.1-21 供用による影響の合成に係る予測地点 
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8.1.3 環境の保全及び創造のための措置 

(1) 工事による影響（資材等の運搬） 

工事用車両の走行に伴う大気質の影響を予測した結果、環境基準及び仙台市定量目標を

下回ると予測された。 

また、本事業の実施に当たっては、工事用車両の走行に伴う大気質への影響を可能な限

り低減するため、表8.1-57に示す環境保全措置を講ずることとする。 

 

表8.1-57 工事による影響（資材等の運搬）に対する環境の保全及び創造のための措置 

・工事用車両の点検・整備を十分に行う。 

・工事用車両については、低排出ガス認定自動車の採用に努める。 

・工事の実施に当たっては、過積載の防止を指導し、影響の低減を図る。 

・工事計画の策定に当たっては、工事用車両が一時的に集中しないよう工事を平準化し、計画的

かつ効率的な運行を行う等、環境の保全に努める。 

・工事関係者に対して、入場前教育や作業前ミーティングにおいて、工事用車両等のアイドリン

グストップや無用な空ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を徹底

する。 

・工事用車両の走行を円滑にするために交通誘導を実施する。 

 

(2) 工事による影響（重機の稼働） 

重機等の稼働に伴う大気質の影響を予測した結果、環境基準及び仙台市定量目標を下回

ると予測された。 

また、本事業の実施に当たっては、重機の稼働に伴う大気質への影響を可能な限り低減

するため、表8.1-58に示す環境保全措置を講ずることとする。 

 

表8.1-58 工事による影響（重機の稼働）に対する環境の保全及び創造のための措置 

・重機等の使用に際しては点検・整備を十分に行う。 

・工事を平準化し、計画的かつ効率的な運行を行う等、環境の保全に努める。 

・工事関係者に対して、入場前教育や作業前ミーティングにおいて、重機等のアイドリングスト

ップや無用な空ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を徹底する。

 

(3) 工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働による複合的な影響 

工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働による影響の合成予測の結果、複数の環境影響

要因を考慮した場合でも、環境基準及び仙台市定量目標を下回ると予測された。 

本事業の実施に当たっては、工事に伴う大気質への影響を可能な限り低減するため、上

記(1)、(2)の環境保全措置を講ずることとする。 
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(4) 供用による影響（資材・製品・人等の運搬･輸送） 

供用後の施設関連車両の走行に伴う大気質の影響を予測した結果、環境基準及び仙台市

定量目標を下回ると予測された。 

また、本事業の実施に当たっては、施設関連車両の走行に伴う大気質への影響を可能な

限り低減するため、表8.1-59に示すの環境保全措置を講ずることとする。 

 

表8.1-59 供用による影響（資材・製品・人等の運搬･輸送）に対する 

環境の保全及び創造のための措置 

・来店者等に対し、駐車時におけるアイドリングストップや、急発進・急加速・空ぶかしを行わ

ない等、エコドライブへの取組み、排出ガス低減への協力を促す。 

・社用車には、可能な限り、低排出ガス認定自動車の導入・更新に努める。 

・通勤や業務の移動に際しては、可能な限り公共交通機関を活用するとともに、近距離移動に際

し、徒歩や自転車での移動に努める。 

・荷捌き場などの適切な駐車スペースを確保する。 

・来店者に対しホームページ等により鉄道等の公共交通機関の利用を促すとともに、来客車両が

スムーズに来店できるよう駐車場への案内経路の周知をホームページ、売り出しチラシ等で行

う。また、駐車場出入口には、交通整理員を適切に配置することにより、歩行者等の安全確保

に努めるとともに、繁忙時には、周辺交差点にも誘導員を配置することで、渋滞発生の防止を

図る。 

 

(5) 供用による影響（施設の稼働（駐車場）） 

供用後の駐車場の稼働に伴う大気質の影響を予測した結果、環境基準及び仙台市定量目

標値を下回ると予測された。 

また、本事業の実施に当たっては、駐車場の稼働に伴う大気質への影響を可能な限り低

減するため、上記(4)の環境保全対策を講ずることとする。 

 

(6) 供用による影響（施設の稼働（商業施設等）） 

ボイラーの稼働に伴う大気質の影響を予測した結果、環境基準及び仙台市定量目標値を

下回ると予測された。 

また、本事業の実施に当たっては、ボイラーの稼働に伴う大気質への影響を可能な限り

低減するため、表8.1-60に示す環境保全措置を講ずることとする。 

 

表8.1-60 供用による影響（施設の稼働）に対する環境の保全及び創造のための措置 

・設備機器の点検・整備を定期的に行う。 
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(7) 供用による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響） 

供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による影響の合成予測の結果、

複数の環境影響要因を考慮した場合でも、環境基準及び仙台市定量目標を下回ると予測さ

れた。 

本事業の実施に当たっては、供用に伴う大気質への影響を可能な限り低減するため、上

記(4)、(5)、(6)の環境保全措置を講ずることとする。 
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8.1.4 評価 

(1) 工事による影響（資材等の運搬） 

1)回避・低減に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果を踏まえ、工事用車両の走行に伴う二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響

が、保全対策等により、実行可能な範囲内で回避・低減が図られているか否かを判断

する。 

 

イ．評価結果 

環境保全措置として、工事用車両の点検・整備、工事の平準化、車両等のアイドリ

ングストップ等の指導・教育、交通誘導等、排出ガスの抑制が図られていることから、

工事用車両の走行に伴う大気質への影響は、実行可能な範囲で回避・低減が図られて

いるものと評価する。 

 

2)基準や目標との整合性に係る評価 

ア．評価方法 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の排出量が、表8.1-61に示す基準等と整合が図られ

ているかを判断する。 

 

表8.1-61 整合を図る基準(工事による影響（資材等の運搬）) 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日 環境庁告示第38号) 

・「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年5月8日 環境庁告示第25号) 

・「仙台市環境基本計画」(平成23年仙台市)における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の定量目標 

 

イ．評価結果 

ア）二酸化窒素 

工事用車両の走行に伴う周辺沿道の二酸化窒素濃度の日平均値の年間98%値は、環

境基準値及び「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記

の基準・目標と整合が図られているものと評価する。 

イ）浮遊粒子状物質 

工事用車両の走行に伴う周辺沿道の日平均値の2%除外値は、環境基準値及び「仙

台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目標と整

合が図られているものと評価する。 
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(2) 工事による影響（重機の稼働） 

1)回避・低減に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果を踏まえ、重機の稼働に伴う二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響が、保

全対策等により、実行可能な範囲内で回避・低減が図られているか否かを判断する。 

 

イ．評価結果 

環境保全措置として、重機の十分な点検・整備の実施、機材の配置及び手法、工事

の平準化、重機のアイドリングストップ等の指導・教育等、排出ガスの抑制が図られ

ていることから、重機の稼働に伴う大気質への影響は、実行可能な範囲で回避・低減

が図られているものと評価する。 

 

2)基準や目標との整合性に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果が、表8.1-62に示す基準等と整合が図られているかを判断する。 

 

表8.1-62 整合を図る基準(工事による影響（重機の稼働）) 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日 環境庁告示第38号) 

・「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年5月8日 環境庁告示第25号) 

・「仙台市環境基本計画」(平成23年仙台市)における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の定量目標 

 

イ．評価結果 

ア）二酸化窒素 

重機の稼働に伴う二酸化窒素濃度の日平均値の年間98%値は、環境基準値及び「仙

台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目標と整

合が図られているものと評価する。 

イ）浮遊粒子状物質 

重機の稼働に伴う浮遊粒子状物質濃度の日平均値の2%除外値は、環境基準値及び

「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目標

と整合が図られているものと評価する。 
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(3) 工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働による複合的な影響 

1)回避・低減に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果を踏まえ、工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働に伴う二酸化窒素及び

浮遊粒子状物質の複合的な影響が、複数の環境影響要因を考慮した場合でも、保全対

策等により、実行可能な範囲内で回避・低減が図られているか否かを判断する。 

 

イ．評価結果 

環境保全措置として、資材等の運搬に関しては、工事用車両の点検・整備、低排出

ガス認定自動車の採用、工事の平準化、車両等のアイドリングストップ等の指導・教

育、交通誘導等、排出ガスの抑制が図られている。 

また、重機の稼働に関しては、重機の十分な点検・整備の実施、機材の配置及び手

法、工事の平準化、重機のアイドリングストップ等の指導・教育等、排出ガスの抑制

が図られていることから、工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働に伴う複合的な大

気質への影響は、複数の環境影響要因を考慮した場合でも、実行可能な範囲で回避・

低減が図られているものと評価する。 

 

2)基準や目標との整合性に係る評価 

ア．評価方法 

合成予測結果が表8.1-63に示す基準等と整合が図られているかを判断する。 

 

表8.1-63 整合を図る基準(工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働による複合的な影響) 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日 環境庁告示第38号) 

・「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年5月8日 環境庁告示第25号) 

・「仙台市環境基本計画」(平成23年仙台市)における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の定量目標 

 

イ．評価結果 

ア）二酸化窒素 

工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働に伴う二酸化窒素濃度の日平均値の年間

98%値の合成予測結果は、環境基準値及び「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下

回っていることから、上記の基準・目標と整合が図られているものと評価する。 

イ）浮遊粒子状物質 

工事に係る資材等の運搬及び重機の稼働に伴う浮遊粒子状物質濃度の日平均値の

2%除外値の合成予測結果は、環境基準値及び「仙台市環境基本計画」の定量目標値

を下回っていることから、上記の基準・目標と整合が図られているものと評価する。 

  



8.1-79 

(4) 供用による影響（資材・製品・人等の運搬･輸送） 

1)回避・低減に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果を踏まえ、二酸化窒素、浮遊粒子状物質の影響が、保全対策等により、実

行可能な範囲内で回避・低減が図られているか否かを判断する。 

 

イ．評価結果 

来店者等に対する排出ガス低減への協力促進、低排出ガス認定自動車の導入・更新、

通勤・移動時の公共交通機関の利用促進、交通誘導等、排出ガスの抑制が図られてい

ることから、施設関連車両の走行に伴う大気質への影響は、実行可能な範囲で回避・

低減が図られているものと評価する。 

 

2)基準や目標との整合性に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果が、表8.1-64に示す基準等と整合が図られているかを判断する。 

 

表8.1-64 整合を図る基準(供用による影響（資材・製品・人等の運搬･輸送）) 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日 環境庁告示第38号) 

・「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年5月8日 環境庁告示第25号) 

・「仙台市環境基本計画」(平成23年仙台市)における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の定量目標 

 

イ．評価結果 

ア）二酸化窒素 

施設関連車両の走行に伴う周辺沿道の二酸化窒素濃度の日平均値の年間98%値は、

環境基準値及び「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上

記の基準・目標と整合が図られているものと評価する。 

イ）浮遊粒子状物質 

施設関連車両の走行に伴う周辺沿道の浮遊粒子状物質濃度の日平均値の2%除外値

は、環境基準値及び「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、

上記の基準・目標と整合が図られているものと評価する。 

  



8.1-80 

(5) 供用による影響（施設の稼働（駐車場）） 

1)回避・低減に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果を踏まえ、二酸化窒素、浮遊粒子状物質の影響が、保全対策等により、実

行可能な範囲内で回避・低減が図られているか否かを判断する。 

 

イ．評価結果 

来店者等に対する排出ガス低減への協力、低排出ガス認定自動車の導入・更新、通

勤・移動時の公共交通機関の利用促進、交通誘導等、排出ガスの抑制が図られている

ことから、駐車場の稼働に伴う大気質への影響は、実行可能な範囲で回避・低減が図

られているものと評価する。 

 

2)基準や目標との整合性に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果が、表8.1-65に示す基準等と整合が図られているかを判断する。 

 

表8.1-65 整合を図る基準(供用による影響（施設の稼働（駐車場））) 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日 環境庁告示第38号) 

・「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年5月8日 環境庁告示第25号) 

・「仙台市環境基本計画」(平成23年仙台市)における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の定量目標 

 

イ．評価結果 

ア）二酸化窒素 

駐車場の稼働に伴う二酸化窒素濃度の日平均値の年間98%値は、環境基準値及び

「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目標

と整合が図られているものと評価する。 

イ）浮遊粒子状物質 

駐車場の稼働に伴う浮遊粒子状物質濃度の日平均値の2%除外値は、環境基準値及

び「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目

標と整合が図られているものと評価する。 

  



8.1-81 

(6) 供用による影響（施設の稼働(商業施設等)：二酸化窒素） 

1)回避・低減に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果を踏まえ、二酸化窒素の影響が、保全対策等により、実行可能な範囲内で

回避・低減が図られているか否かを判断する。 

 

イ．評価結果 

設備機器の点検・整備等、排出ガスの抑制が行われていることから、ボイラーの稼

働に伴う大気質への影響は、実行可能な範囲で回避・低減が図られているものと評価

する。 

 

2)基準や目標との整合性に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果が、表8.1-66に示す基準等と整合が図られているかを判断する。 

 

表8.1-66 整合を図る基準(供用による影響（施設の稼働(商業施設等)）) 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日 環境庁告示第38号) 

・「仙台市環境基本計画」(平成23年仙台市)における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の定量目標 

 

イ．評価結果 

ボイラー機器の稼働に伴う二酸化窒素濃度の日平均値の年間98%値は、環境基準値及

び「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目標

と整合が図られているものと評価する。 

 

  



8.1-82 

(7) 供用による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響） 

1)回避・低減に係る評価 

ア．評価方法 

予測結果を踏まえ、供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働に伴

う二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の複合的な影響が、複数の環境影響要因を考慮した

場合でも、保全対策等により、実行可能な範囲内で回避・低減が図られているか否か

を判断する。 

 

イ．評価結果 

環境保全措置として、資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働（駐車場）に

関しては、来店者等に対する排出ガス低減への協力促進、低排出ガス認定自動車の導

入・更新、公共交通機関の利用促進、交通誘導等、排出ガスの抑制が図られている。

また、施設の稼働(商業施設等)に関しては、設備機器の点検・整備による排出ガスの

低減を図ることから、供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働によ

る複合的な大気質への影響は、複数の環境影響要因を考慮した場合でも、実行可能な

範囲で回避・低減が図られているものと評価する。 

 

2)基準や目標との整合性に係る評価 

ア．評価方法 

合成予測結果が、表8.1-67に示す基準等と整合が図られているかを判断する。 

 

表8.1-67 整合を図る基準 

(供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響) 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和53年7月11日 環境庁告示第38号) 

・「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和48年5月8日 環境庁告示第25号) 

・「仙台市環境基本計画」(平成23年仙台市)における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の定量目標 

 

イ．評価結果 

ア）二酸化窒素 

供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働に伴う二酸化窒素濃度

の日平均値の年間98%値の合成予測結果は、環境基準値及び「仙台市環境基本計画」

の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目標と整合が図られているも

のと評価する。 

イ）浮遊粒子状物質 

供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働に伴う浮遊粒子状物質

濃度の浮遊粒子状物質濃度の日平均値の2%除外値の合成予測結果は、環境基準値及

び「仙台市環境基本計画」の定量目標値を下回っていることから、上記の基準・目

標と整合が図られているものと評価する。 


